
 

一般財団法人兵庫県雇用開発協会 令和７年度事業報告 

（令和 7年 4月 1日～令和 8年 3月 31日） 

 

Ⅰ 経済・雇用の状況 

我が国経済は、コロナ禍から経済社会活動の正常化が進んでいるが、先が見通せな

い時代である。昨年、年明け早々に発生し、多くの方々が被災され、甚大な被害をも

たらした「能登半島地震」、長引く物価上昇やウクライナ・中東情勢、さらにトランプ

政権発足の影響など、諸般の動向を注視する必要がある。 

雇用情勢については、有効求人倍率や完全失業率の推移をみると、引き続き、人手

不足感が強く、中小企業では人材確保が難しい状況が続いている。また、人口減少・

少子高齢化の進展や若年者の県外流出に伴う生産年齢人口の減少が続く一方、テレワ

ークなど新たな働き方を取り巻く環境が大きく変化している。 

 

Ⅱ 令和 7年度の事業の実施状況 

当協会としては、このような社会・経済の動向を踏まえつつ、人口減少社会の下、

地域の活力を維持・向上させるためには、若者の転出超過を食い止め、県内就職を促

進することが喫緊の課題との認識のもと、若者、高齢者、障害者、そして外国人など

多様な主体が、多様に働き、皆が自分らしく幸せに活躍する社会の実現に向けて、時

宜に応じた適切な事業を展開した。 

具体的には、国や兵庫県の施策方針と歩調を合わせつつ、他の雇用支援機関との適

切な役割分担と緊密な連携を図りながら、 

①就職活動に影響が生じている「若年者の雇用確保」 

②就職氷河期世代を含む「中・高年齢者等の就労促進」 

③意欲・能力・適性等に応じた「障害者の雇用拡大」 

に重点を置き、さらに人手不足が進む中、年々増加傾向にある外国人雇用への支援を

新たに行うことで、求職者に対する雇用・就業支援と県内中小企業に対する人材の確

保・定着支援のための活動を積極的・機動的に展開した。 

 

１ 若年者の雇用確保 

（１） ひょうご・しごと情報広場事業（若年者対策） 

（ⅰ）若者しごと倶楽部（ジョブカフェ）事業 

若年求職者に対してキャリアカウンセリングや就活トレーニング等を通じ

就職活動を支援するとともに、UIJ ターン就職に役立つ情報提供、人材流出防

止や職場定着を支援するセミナー等を実施したほか、「若年者就職面接会」の

開催等により中小企業の人材確保を支援した。 

（ⅱ）広報・情報提供事業 

求職者に対し就職活動や能力開発に関する総合的な相談に応じ助言・情報提

供を行うとともに、インターネットによる就職支援システム「ひょうご・しご

とネット」を運営したほか就職支援セミナー等を開催した。 

 



 

（ⅲ）ニート就労支援ネットワーク事業 

ニート等の若年者無業者の就労をめざし、県内各地の若者サポートステーシ

ョン等の支援機関と連携して、自立就職支援セミナー・就職意識啓発セミナー

を実施するとともに、各支援機関が実施する就業体験・ボランティア体験事業

を支援した。 

（ⅳ）ひょうご応援企業大卒採用支援事業 

兵庫で就職を目指す若者を積極的に採用しようとする企業を登録し、ホーム

ページ等で広く紹介するとともに、就職面接会・企業説明会の開催により、若

年者と県内企業との出会いの機会を創出した。 

 

（２）高校生の県内就職促進事業 

若者の県内就職と定着を促すためには、高校生の段階から、地域の企業に関心

を持ち、関心を持った企業とつながり、すぐに就職せず大学等に進学した時も、

この時のつながりを活かし、自らのキャリアデザインを描くことが重要である。 

このため、就職希望の学生だけでなく、進学希望の学生も含め、企業等の担当

者と交流するセミナーを支援するとともに、進路指導担当教員向けのセミナーに

も取り組み、県内企業の人材確保と職場定着を促進した。 

（３）中小企業奨学金返済支援制度事業 

中小企業の人材確保及び若年者の県内就職・定着を図るため、高額で長期に渡

る学生への負担を大きく軽減する一方、企業の採用・定着力を高める、学生、企

業、兵庫県にとってメリットの高い「三方よし」の兵庫型奨学金返済支援制度を

県と連携し強力に進めた。 

令和 7年度は、拡充した対象年齢の緩和と補助期間の延長について、ワークラ

イフバランス推進企業、ミモザ企業、SDGs認証企業など県の認定制度と連携する

など、部局連携と地域連携のもと、一層の活用促進に努めるとともに、申請数が

増大した導入企業へ補助金の支給を行った。 

 

２ 中・高年齢者等の就労促進 

（１）ひょうご・しごと情報広場事業（中・高年齢者等対策） 

   （ⅰ）ミドル世代就労支援事業 

ミドル世代就労相談窓口において、就職氷河期世代を含むミドル世代の求職

者に対し、個々の就職準備段階に応じた、きめ細かなキャリアカウンセリング

を実施した。 

   （ⅱ）シニア世代就労支援事業 

シニア世代就労相談窓口において、就労意欲のあるシニア世代の相談に対応

するとともに、シニア世代の短時間雇用企業を開拓するなど、個々のライフス

タイルや能力に応じた働き方を支援した。 

  

３ 障害者の雇用拡大 

  （１）障害者雇用拡大支援事業 

障害者雇用に関する企業への訪問相談を実施するとともに、障害者雇用促進セ

ミナー、事業主支援ワークショップに加え、先進企業等の取組みを紹介する障害



 

者ワークフォーラムを開催した。また、ホームページ、ガイドブック等により、

各種支援サービスを紹介した。 

  （２）特例子会社・事業協同組合設立等助成金事業 

特例子会社・事業協同組合の設立や雇用拡大に係る助成金制度について、広報

に努めつつ、企業等の取組み支援や設立相談を実施した。 

 

４ 外国人雇用への支援 

   人手不足が進む中、外国人を雇用する企業や雇用を検討する企業は、年々増加傾向

にある。 

   日本人とは異なる採用手続きや労務管理など、多くの県内中小企業が外国人の雇用

に不安を抱える中、これら企業からの雇用全般に関する相談にワンストップで対応す

る相談窓口を設置し、県内企業の外国人雇用に関する理解と円滑な運営を支援した。 

  

５ 協会運営 

   協会運営や事業実施にあたっては、出捐者や会員の意向を踏まえ、県内産業の振興

と県民の職業生活の安定をめざして、県民や県内企業への雇用・就業支援を的確に実

施するとともに、財務の検算確保に努めた。 

   その際、兵庫労働局や兵庫県の指導・助言を得ながら、各地域の雇用開発協会・雇

用対策協議会をはじめ、市町、ハローワーク、兵庫県経営者協会など関係団体と緊密

に連絡し、適切な運営を図った。 

  協会の運営状況 

（１）評議員・役員 

評議員は、定数 7名以上 13名以内に対し、就任 13名である。（令和 8年 3月

31日現在[前年度末：13名]）。 

理事は、定数 5名以上 10名以内に対し、就任 10名である。（令和 8年 3月 31

日現在[前年度末：10名]）。 

監事は定数 2名以内に対し、就任 2名である(令和 8年 3月 31日現在[前年度

末：2名])。 

なお、定時評議員会（令和 7年 6月 20日開催）において、評議員 5名、理事 1

名を辞任に伴う後任の選任をした。また、第 2回評議員会（令和 8年 3月 25日開

催）において、評議員 1名の辞任に伴い後任を選任した。 

 

（２）事務局 

事務局の職員数は、事務局長以下、定員 28名（令和 8年 3月 31日現在[前年度

末：定員 27名]） 

 

（３）賛助会員 

賛助会員数は、企業・団体 646会員である（令和 8年 3月 31日現在[前年度末：

662会員]） 


